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令和５年度徳島⼤学⼤学院修⼠・博⼠前期課程進学予定者⽤ 
特に優れた業績による返還免除内定候補者申請に係る「対象者の要件確認申告書」 

 
 私は、⽇本学⽣⽀援機構 令和５年度特に優れた業績による返還免除内定候補者の申請に当たり、以下
の確認事項について、記載のとおり申告（「ﾁｪｯｸ欄」は☑印を記⼊）します。 
 
１ あなたの進学予定先の研究科はどちらですか。 
ﾁｪｯｸ欄 進学予定先の研究科名 キャンパス名 

 創成科学研究科 常三島キャンパス 
 医学研究科 

蔵本キャンパス 
 ⼝腔科学研究科 
 薬学研究科 
 医科栄養学研究科 
 保健科学研究科 

 
２ あなたは申請時点で⼤学学部において修学⽀援新制度を利⽤していますか。（⽇本学⽣⽀援機構の給付奨学
⾦を受給していますか。） 
ﾁｪｯｸ欄 修学⽀援新制度の利⽤（機構の給付奨学⾦の受給）の有無等 備 考 

 有り（以下、該当の区分にﾁｪｯｸ） 

以下４へ進んでください。 

  第Ⅰ区分 
  第Ⅱ区分 
  第Ⅲ区分 
 停⽌中（家計基準のうち、所得（⽀給額算定基準額）は基準内（⽀

援区分はⅠ〜Ⅲのいずれか）であるが資産額のみ基準外で停⽌
となっている者） 

 停⽌中（家計基準による⽀援区分の⾒直しによるもの） 対象者の要件を満たしません。 
 無し 以下３へ進んでください。 

 
３ あなたは申請時点で⼤学学部において修学⽀援新制度を利⽤（⽇本学⽣⽀援機構の給付奨学⾦を受給）し

ていないが、住⺠税⾮課税世帯ですか。 
ﾁｪｯｸ欄 住⺠税⾮課税世帯か否か 備 考 

 はい、住⺠税⾮課税世帯です。 以下４へ進んでください。 
 いいえ、住⺠税⾮課税世帯ではありません。 対象者の要件を満たしません。 

 
４ あなたの進学予定先の研究科及び⾃⾝の研究計画が次の特定分野（裏⾯（注３・４）参照）のいずれに該

当しますか。 
ﾁｪｯｸ欄 分 野 備 考 

 科学技術イノベーション創出に寄与する分野（情報・ＡＩ、量⼦、
マテリアル等） 裏⾯（注３・４）参照 

 ⼤学の強みや地域の強み等を⽣かした分野 
 いずれの分野にも該当しない。 対象者の要件を満たしません。 

 
令和４年  ⽉  ⽇ 

徳 島 ⼤ 学 ⻑  殿 
申 請 者 ⽒ 名                 
学⽣（学籍）番号（注1）                 
連絡先（携帯）電話番号                                

 
（注1）現在⼤学学部に在学している場合は、現在の学⽣（学籍）番号を記⼊してください。 
（注2）本学に在学中でない⽅は、裏⾯に現住所を記⼊してください。 
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現住所（本学に在学中でない⽅のみ記⼊してください。） 

郵便番号 現 住 所 

〒    －      

 
 
（注３） 

令和３年４⽉１⽇に施⾏された「科学技術・イノベーション基本法」において、これまで科学技術の  
規定から除外されていた⼈⽂・社会科学の分野も、同法の改正により科学技術の範囲に位置付けられ
ています。 

（注４） 
    各研究科が特定分野のいずれに該当するかは、下表によることを基本とします。 
 

進学予定先の研究科名 特定分野 

創成科学研究科 
科学技術イノベーション創出に寄与する分野（情
報・ＡＩ、量⼦、マテリアル等） 

医学研究科、⼝腔科学研究科、薬学研究科、 
医科栄養学研究科、保健科学研究科 

⼤学の強みや地域の強み等を⽣かした分野 
 

ただし、進学予定先の研究科の教育研究上の⽬的及び特⾊並びに申請者の具体的な研究計画に照ら
し、この基本と異なる分野に位置づけることが相応しい場合は、この限りではありません。 

なお、特定分野については、「科学技術・イノベーション基本計画（令和３年3 ⽉26 ⽇閣議決定）」、 
  77 ⾴、「科学技術・イノベーション政  策の推進体制の強化」の「２．官⺠連携による分野別戦略の 

推進」を参照してください。（３⾴に該当箇所の本⽂を転載します。詳細は、内閣府のホームページ、
以下URL からPDF ファイルをダウンロードして確認してください。） 

 
https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html 
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２．官⺠連携による分野別戦略の推進 
第５期基本計画期間中に、基盤分野として、ＡＩ技術、バイオテクノロジー、量⼦技術、マテリアル、また、

応⽤分野として環境エネルギー、安全・安⼼、健康・医療、宇宙、海洋、⾷料・農林⽔産業についての分野別
戦略を策定してきた。これらの戦略に基づき、第６期基本計画期間中、以下の点に留意するとともに、ＳＩＰ
やムーンショット型研究開発制度など関係事業と連携しつつ、社会実装や研究開発を着実に実施する。また、
分野別戦略は、定量分析や専⾨家の知⾒（エキスパートジャッジ）等を踏まえ、機動的に策定、⾒直し等を⾏
う。 

なお、環境エネルギー分野については第２章１．（２）に、安全・安⼼分野については第２章１．（３）に 
既述されているので、当該部分を参照のこと。 
 
① ＡＩ技術 

⼈⼯知能（ＡＩ）の利活⽤が広く社会の中で進展してきており、⽶国、中国をはじめとした諸外国ではＡＩ
に関する国家戦略を策定し、世界をリードすべくしのぎを削っている。こうした中、ＡＩが社会に多⼤なる便
益をもたらす⼀⽅で、その影響⼒が⼤きいことを踏まえ、適切な開発と社会実装を推進していくことが必要で
ある。 

このため、第６期基本計画期間中は、「ＡＩ戦略 2019」に掲げた教育改⾰、研究体制の再構築、社会実装、
データ関連基盤整備、倫理等に関する具体⽬標を実現すべく、関係府省庁等での各取組を進めていく。また、
深層学習の原理解明による次世代の機械学習アルゴリズム、同時通訳等の⾼度な⾃然⾔語処理、医療やものづ
くり分野等への適⽤に重要な信頼性の⾼いＡＩ等の諸外国に伍する先端的な研究開発や⼈材・研究環境・デー
タの確保・強化など、戦略の進捗状況やＡＩの社会実装の進展等を踏まえた不断の⾒直しを⾏い、国⺠⼀⼈ひ
とりがＡＩの具体的な便益を実感できるよう、戦略を推進していく。 
 
② バイオテクノロジー 

バイオエコノミーの推進は、新型コロナウイルス感染症収束に向けた対応、⾷料、医薬品等の戦略的なサプ
ライチェーンの構築、環境負荷の低減等に貢献するとともに、我が国経済の迅速な回復にも資するものであり、
その重要性は⼀層⾼まっている。 

こうした認識の下、第６期基本計画期間中は、「バイオ戦略 2019」を具体化・更新した「バイオ戦略 2020
（基盤的施策）」及び「バイオ戦略2020（市場領域施策確定版）」に基づき、⾼機能バイオ素材、持続的⼀次⽣
産システム、バイオ医薬品・再⽣医療等関連産業等の９つの市場領域について、2030 年時点の市場規模⽬標
を設定した市場領域ロードマップに盛り込まれた取組を着実に実施していく。具体的には、各分野に応じて、
バイオデータ連携・利活⽤ガイドラインの策定及びガイドラインに基づく取組の推進、グローバルバイオコミ
ュニティ・地域バイオコミュニティの形成と投資促進、グローバルバイオコミュニティにおけるバイオ製造実
証・⼈材育成拠点機能の整備等を進めていく。 
 
③ 量⼦技術 

量⼦技術は、我が国及び世界の社会、経済、産業、安全保障に⼤きな変⾰をもたらす可能性を秘めた⾰新的
な技術である。近年、欧⽶や中国をはじめとする諸外国では、各国が巨額の投資と⼤型の研究開発に取り組む
など、将来の覇権をかけた国家間・企業間競争が激化しており、我が国においても量⼦技術の研究開発や社会
実装に向けた戦略的な取組が求められている。 

このため、第６期基本計画期間中は、「量⼦技術イノベーション戦略」に基づき、量⼦コンピュータ、量⼦計
測・センシング、量⼦通信・暗号等をはじめとする主要技術に関する研究開発の抜本的強化、量⼦技術イノベ
―ション拠点の形成、国際協⼒の促進、戦略的な知的財産マネジメントと国際標準化、優秀な⼈材の育成に加
え、既存技術と組み合わせることによる短中期での実⽤化も含めた、量⼦技術の産業・社会での利活⽤の促進
等、基礎基盤的な研究開発から社会実装に⾄る幅広い取組を、我が国の産学官の総⼒を結集して強⼒に推進す
る。 
 
④ マテリアル 

【参考】以下、「科学技術・イノベーション基本計画（令和３年3 ⽉ 26 ⽇閣議決定）」、77 ⾴、「科学技
術・イノベーション政  策の推進体制の強化」の「２．官⺠連携による分野別戦略の推進」の該当
箇所の本⽂を転載します。 
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マテリアルは、我が国の科学技術・イノベーションを⽀える基盤技術であるとともに、リチウムイオン電池
や⻘⾊発光ダイオードなど、これまで数多くのイノベーションを⽣み出し、世界の経済・社会を⽀えてきた。
⼀⽅、近年、マテリアルを巡る国際競争が熾烈になり、従来、我が国がこの分野で有していた強みが失われつ
つある中、残された「強み」を⽣かしつつ、戦略的な取組を強化する必要がある。 

このため、第６期基本計画期間中は、「マテリアル⾰新⼒強化戦略」に基づき、国内に多様な研究者や企業が
数多く存在し、世界最⾼レベルの研究開発基盤を有している強みを⽣かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、
産学官共創による迅速な社会実装、データ駆動型研究開発基盤の整備と物事の本質の追求による新たな価値の
創出、⼈材育成等の持続発展性の確保等、戦略に掲げられた取組を強⼒に推進する。 
 
⑤ 健康・医療 

第４次産業⾰命のただ中、世界的に医療分野や⽣命科学分野で研究開発が進み、こうした分野でのイノベー
ションが加速することで、疾患メカニズムの解明や新たな診断・治療⽅法の開発、ＡＩやビッグデータ等の利
活⽤による創薬等の研究開発、個⼈の状態に合わせた個別化医療・精密医療等が進展していくことが⾒込まれ
ている。 

このような状況変化等を背景に、第６期基本計画期間中は、2020 年度から2024 年度を対象期間とする第
２期の「健康・医療戦略」及び「医療分野研究開発推進計画」等に基づき、医療分野の研究開発の推進として、
ＡＭＥＤによる⽀援を中核として、他の資⾦配分機関、インハウス研究機関、⺠間企業とも連携しつつ、医療
分野の基礎から実⽤化まで⼀貫した研究開発を⼀体的に推進する。特に喫緊の課題として、国産の新型コロナ
ウイルス感染症のワクチン・治療薬等を早期に実⽤化できるよう、研究開発への⽀援を集中的に⾏う。また、
医療分野の研究開発の環境整備として、橋渡し研究⽀援拠点や臨床研究中核病院における体制や仕組みの整備、
⽣物統計家などの専⾨⼈材及びレギュラトリーサイエンスの専⾨家の育成・確保、研究開発におけるレギュラ
トリーサイエンスの普及・充実等を推進する。さらに、新産業創出及び国際展開として、公的保険外のヘルス
ケア産業の促進等のための健康経営の推進、地域・職域連携の推進、個⼈の健康づくりへの取組促進などを⾏
うとともに、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の達成への貢献を視野に、アジア健康構想及びア
フリカ健康構想の下、各国の⾃律的な産業振興と裾野の広い健康・医療分野への貢献を⽬指し、我が国の健康・
医療関連産業の国際展開を推進する。 

 
⑥ 宇宙 

今⽇、測位・通信・観測等の宇宙システムは、我が国の安全保障や経済・社会活動を⽀えるとともに、Society 
5.0 の実現に向けた基盤としても、重要性が⾼まっている。こうした中、宇宙活動は官⺠共創の時代を迎え、
広範な分野で宇宙利⽤による産業の活性化が図られてきている。また、宇宙探査の進展により、⼈類の活動領
域が地球軌道を越えて⽉⾯、深宇宙へと拡⼤しつつある中、「はやぶさ２」による⼩惑星からのサンプル回収の
成功は、我が国の科学技術の⽔準の⾼さを世界に⽰し、その⼒に対する国⺠の期待を⾼めた。宇宙は科学技術
のフロンティア及び経済成⻑の推進⼒として、更にその重要性を増しており、我が国におけるイノベーション
の創出の⾯でも⼤きな推進⼒になり得る。 

こうした認識の下、第６期基本計画期間中は、「宇宙基本計画」に基づき、産学官の連携の下、準天頂衛星シ
ステムや情報収集衛星等の開発・整備、災害対策・国⼟強靱化や地球規模課題の解決に貢献する衛星開発、ア
ルテミス計画による⽉⾯探査に向けた研究開発、宇宙科学・探査の推進、基幹ロケットの開発・⾼度化、将来
宇宙輸送システムの検討、各省連携による戦略的な衛星開発・実証の推進、衛星データ利⽤の拡⼤・⾼度化、
スペースデブリ対策や宇宙交通管理を含む将来の宇宙活動のルール形成、宇宙活動を⽀える⼈材基盤の強化等
を推進していく。 

 
⑦ 海洋 

四⽅を海に囲まれ、世界有数の広⼤な管轄海域を有する我が国には、領⼟・領海の保全と国⺠の安全を確保
すべく海を守り、経済社会の存⽴・成⻑の基盤として海を⽣かし、貴重な⼈類の存⽴基盤として海を⼦孫に継
承していくことが求められている。また、海洋の⽣物資源や⽣態系の保全、エネルギー・鉱物資源確保、地球
温暖化や海洋プラスチックごみなどの地球規模課題への対応、地震・津波・⽕⼭等の脅威への対策、北極域の
持続的な利活⽤、海洋産業の競争⼒強化等において、海洋に関する科学的知⾒の収集・活⽤は不可⽋である。
2021 年からの「国連持続可能な開発のための海洋科学の 10 年」では、我が国の強みである科学技術の⼒を
もって世界に貢献していくことが求められている。 

このため、第６期基本計画期間中は、「海洋基本計画」に基づき、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推
進する。特に海洋観測は海洋科学技術の最重要基盤であり、ＭＤＡの能⼒強化や、カーボンニュートラル実現
に向けた広⼤な海洋環境の把握能⼒を⾼めるため、氷海域、深海部、海底下を含む海洋の調査・観測技術の向
上を⽬指し、研究船の他、ＲＯＶやＡＵＶ、海底光ファイバケーブル、無⼈観測艇等の観測技術の開発を進め
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ていく。さらに、データや情報の処理・共⽤・利活⽤の⾼度化を進めるため、データ・計算共⽤基盤の構築・
強化による観測データの徹底的な活⽤を図るとともに、海洋観測のInternet of Laboratory の実現により、海
洋分野におけるデータ駆動型研究を推進することを通じて、⼈類全体の財産である海洋の価値創出を⽬指す。 

これらを進めるために、産学官連携を強⼒に推進し、海洋分野のイノベーションの創出を⽬指す。 
 
⑧ ⾷料・農林⽔産業 

今⽇、科学技術の⼒の活⽤により、我が国の豊かな⾷と環境を守り発展させるとともに、拡⼤する海外需要
の獲得による輸出拡⼤等に向け、農林⽔産業の国際競争⼒の強化を図ることが求められている。特に、農業従
事者の多様なニーズへの対応を図るため、担い⼿がデータをフル活⽤し、スマート農業技術を導⼊した⾰新的
農業を実践することで、⽣産性を⾶躍的に向上させ、所得向上に貢献することが必要である。 

このため、第６期基本計画期間中は、「⾷料・農業・農村基本計画」に基づき、農林⽔産省において「農林⽔
産研究イノベーション戦略」を毎年度策定し、農林⽔産業以外の多様な分野との連携により、スマート農林⽔
産業政策、環境政策、バイオ政策等を推進する。その中で、我が国発のスマート農業技術・システムを⽣かし
た⽣産拠点をアジア太平洋地域等に展開することで、我が国の農業のブランド⼒向上、⾷品ロス削減等に貢献
する。また、林業・⽔産業においても、現場へのＩＣＴ、ＡＩ、ロボット技術等の新技術実装を着実に進める。
さらに、「農林⽔産業・地域の活⼒創造プラン」に基づき、2021 年５⽉までに策定する「みどりの⾷料システ
ム戦略」において、2050 年に⽬指す姿を⽰した上で、⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノ
ベーションで実現する。 


